
第42回定時株主総会

招集ご通知

日時　2022年６月24日（金曜日）午前10時

　　　（受付開始　午前９時）

場所　東京都千代田区大手町一丁目４番１号

ＫＫＲホテル東京　10階　瑞宝の間

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
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2022年６月２日

株 主 各 位
東京都渋谷区神宮前五丁目52番２号

代表取締役会長 大 久 保 　 秀 夫

１．日 時 2022年６月24日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区大手町一丁目４番１号

ＫＫＲホテル東京　10階　瑞宝の間
３．目 的 事 項

報 告 事 項 　１．第42期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業
報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

　２．第42期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算
書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第42回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第42回定時株主総会を開催いたしますので、下記のとおりご案
内申し上げます。
　本株主総会につきましては新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か
ら、株主の皆様の安全・安心を最優先に、本株主総会へのご来場を見合わせていた
だき郵送またはインターネットにより議決権をご行使下さいますようお願い申し上
げます。３、４ページに記載の方法によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、2022年６月23日（木
曜日）午後６時までに議決権をご行使下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますよ
うお願い申し上げます。

◎　本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款第
15条の規定に基づき、インターネット上の当社ホームページ（https://www.forval.co.
jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。従って、
本招集ご通知の提供書面は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監
査をした書類の一部であります。

　　　①　事業報告の「会社の体制および方針」
　　　②　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
　　　③　計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
◎　株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容について、株主総会前

日までに修正をすべき事情が生じた場合には、当社ホームページ（https://www.forval.co.
jp）において、その旨掲載することにより、お知らせいたします。

◎　当日は、軽装（クールビズ）で対応させていただきます。株主の皆様におかれましても軽装
にてご出席いただきますようお願い申し上げます。
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　新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた対応について

1 株主様へのお願い
　・新型コロナウイルスの感染拡大が続いております。本年は、株主総会当日の

ご来場を見合わせ、郵送またはインターネットによる議決権の事前行使を強
くお願い申し上げます。

　・株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては株主総会当日
に発熱や体調がすぐれないときは、くれぐれもご無理をなさらずご出席を見
合わせることをご検討下さい。

2 ご来場される株主様へ
　・体調不良や発熱があると認められる方には入場をお断りしお帰りいただく場

合があります。
　・ご来場される株主の皆様におかれましては、検温及びアルコール消毒液によ

る手指の消毒やマスク着用のご協力をお願いいたします。
　・株主総会会場におきましてはソーシャルディスタンスに配慮し席数が従来の

25％程度になる可能性があります。
　・株主総会終了後の事業方針説明会につきましては中止とさせていただきま

す。

　・ご来場の株主の皆様へ配布していました「お食事券」につきましては中止と
させていただきます。

3 当社の対応について
　・株主総会に出席する取締役及び運営スタッフはマスク着用で応対をさせてい

ただきますので何卒ご理解いただきますようお願いいたします。
　・体調不良と見受けられる方には運営スタッフがお声掛けをさせていただくこ

とがありますのであらかじめご了承下さい。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくだ
さいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

同封の議決権行使書用紙を

会場受付にご提出くださ

い。

同封の議決権行使書用紙に

議案に対する賛否をご表示

のうえ、ご返送ください。

次ページの案内に従って、

議案の賛否をご入力くださ

い。

日　時 行使期限 行使期限

2022年６月24日（金曜日）

午前10時（受付開始：午前９時）

2022年６月23日（木曜日）

午後６時到着分まで

2022年６月23日（木曜日）

午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

議決権行使書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行

使を有効なものとさせていただきます。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合

は、最後に行われた議決権行使を有効なものとさせていただきます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力するこ

となく議決権行使ウェブサイトにログインする

ことができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

「スマート行使」での議決権行使は１回
に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数で
すがPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に
記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力し
てログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイ

トへ遷移できます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み
取ってください。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議決権行使書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」
をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。2

「 議 決 権 行 使
コード」を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）
（受付時間　9:00～21:00）
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　株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただ

し書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主

総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり定款

を変更するものであります。

（１）　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる

旨を定款に定めることが義務付けられることから、変更案第15条（電

子提供措置等）第１項を新設するものであります。

（２）　株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる

事項のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項

の範囲を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするた

め、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設するものでありま

す。

（３）　株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は

不要となるため、これを削除するものであります。

（４）　上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるもので

あります。なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

－ 5 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供）

第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、計算

書類および連結計算書類に記載また

は表示すべき事項に係る情報を、会

社法施行規則第94条に定めるところ

に従いインターネットを利用する方

法で開示することにより、株主に対

して提供したものとみなすことがで

きる。

（削除）

（電子提供措置等）

（新設） 第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情

報について、電子提供措置をとるも

のとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項

のうち法務省令で定めるものの全部

または一部について、議決権の基準

日までに書面交付請求した株主に対

して交付する書面に記載しないこと

ができる。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

附則 附則

（電子提供措置等の効力発生日等）

（新設） 第２条 定款第15条（株主総会参考書類等の

インターネット開示とみなし提供）

の削除および定款第15条（電子提供

措置等）の新設は、会社法の一部を

改正する法律（令和元年法律第70

号）附則第１条ただし書きに規定す

る改正規定の施行の日（以下「施行

日」という）から効力を生ずるもの

とする。

２ 前項の規定にかかわらず、施行日か

ら６ヶ月以内の日を株主総会の日と

する株主総会については、定款第15

条（株主総会参考書類等のインター

ネット開示とみなし提供）は、なお

効力を有する。

３ 本附則は、施行日から６ヶ月を経過

した日または前項の株主総会の日か

ら３ヶ月を経過した日のいずれか遅

い日後にこれを削除する。
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候補者
番 号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社
の 株 式 数

１

おお

大
く

久
ぼ

保　
ひで

秀　
お

夫

(1954年10月２日生)

1980年９月 当社代表取締役社長

2005年６月 当社代表取締役会長兼社長

2010年６月 当社代表取締役会長（現任） 3,420,800株

（重要な兼職の状況）

　有限会社エス・エヌ・ケー代表取締役社長

【選任理由】

大久保秀夫氏を取締役候補者とした理由は、当社を創業後８年２カ月という日本最短

記録で史上最年少の若さ（ともに当時）で株式公開し、現在上場会社３社を含む企業

グループに成長させた経験と実績に加え、幅広い人脈を有しており、引き続き取締役

の責務を適切に果たすことが期待できると判断し、取締役候補者としております。

２

なか

中

 

　
じま

島

 

　
まさ

將

 

　
のり

典

(1964年４月15日生)

1987年４月 当社入社

1995年４月 当社ＯＡ営業本部長

1995年６月 当社取締役ＯＡ営業本部長

1998年６月 当社常務取締役営業本部長

2005年６月 当社取締役上席副社長

2007年７月 当社代表取締役副社長

2008年４月 当社代表取締役副社長兼事業推進

本部長

2010年６月 当社代表取締役社長（現任）

77,000株

【選任理由】

中島將典氏を取締役候補者とした理由は、当社の営業本部長及び上場子会社の代表取

締役社長などを務めた後、当社の代表取締役社長として当社をはじめとしたグループ

企業を管理・指導してきた豊富な経験と実績を有しており、引き続き取締役の責務を

適切に果たすことが期待できると判断し、取締役候補者としております。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じです。）

全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役４名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者に

ついて適任であると判断しております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所有する当社
の 株 式

数

３

※
たに

谷

 

　
い

井

 

　

 

　

 

　
つよし

剛

(1965年４月17日生)

1996年６月 株式会社フォーバルテレコム入社

2000年５月 同社管理本部長

2000年６月 同社取締役

2006年６月 同社常務取締役

2007年６月 同社代表取締役社長

2022年４月 同社取締役（現任）

2022年４月　当社経営戦略本部長兼グループ開

発室長（現任）

－株

（重要な兼職の状況）

　株式会社フォーバルテレコム取締役

【選任理由】

谷井剛氏を取締役候補者とした理由は、当社の上場子会社の代表取締役社長やグルー

プ企業の取締役を務め、グループ企業の経営をサポートしてきた経験と実績を有して

おり、取締役の責務を適切に果たすことが期待できると判断し、取締役候補者として

おります。

４

か

加

 

　
とう

藤

 

　
こう

康

 

　
じ

二

(1959年３月10日生)

1996年２月 当社入社

2003年４月 当社経理部長

2005年４月 当社管理本部長

2006年６月 当社取締役管理本部長

2013年４月 当社取締役兼内部統制室長

2014年４月 当社常務取締役（現任）

39,200株

（重要な兼職の状況）

　株式会社フォーバル・リアルストレート取締役

【選任理由】

加藤康二氏を取締役候補者とした理由は、当社の経理・財務を主とした管理部門の責

任者及び常務取締役として経営を支えてきた経験と実績を有しており、引き続き取締

役の責務を適切に果たすことが期待できると判断し、取締役候補者としております。

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

　　　２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　３．当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、当社取締役を含む被保険者がその業務の遂行に伴う行為に起因し

て損害賠償請求された場合、損害賠償金および争訟費用を当該保険契約により填補す

ることとしております。各候補者が取締役に選任され就任された場合は、当該保険契

約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更

新を予定しております。
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氏　　名 企業経営
営業企画

（戦略）

グローバ

ル

法務　　

リスク管

理

財務　　

会計

人事　　

労務

ESG　　　　　

サスティナビ

リティ

監査　　

ガバナン

ス

 

大

 

久

 

保

 

　

 

秀

 

夫 ○ ○ ○

 

中

 

島

 

　

 

將

 

典 ○ ○ ○

谷井

 

　　剛 ○ ○ ○

加藤

 

　康二 ○ ○ ○ ○

 

鈴

 

木

 

　

 

弘

 

之 ○ ○ ○

※
 

松

 

坂

 

　

 

祐

 

輔
○ ○ ○

※
 

小

 

野

 

　

 

隆

 

弘
○ ○ ○

【ご参考】取締役のスキルマトリックス（本総会において第２号議案が承認された場合）

　当社は、経営理念や経営ビジョン、経営戦略を適切に遂行するという観点から、取締役会にお

ける充実した議論を通した重要な業務執行に係る意思決定や適切な業務執行の監督・監査機能を

バランスよく発揮することが必要であると考えております。

　こうした観点から、当社の取締役会にとって必要と考える知識・経験・能力などのスキルを定

義しました。

（注）※印は、社外取締役（監査等委員）であります。

以　上
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（添付書類）

事　 業　 報　 告

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

１. 当事業年度の事業の状況

（１）事業の経過及びその成果

  当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影

響が徐々に和らぐ中で輸出や生産は供給制約の影響を残しながらも総じて

堅調に推移していましたが、ウクライナ情勢の緊迫化や日米金利差の拡大

を受けて資源価格の上昇や円安が進行したことで不透明な状況が続いてい

ます。企業収益は資源価格の上昇や円安の影響を受けて改善の動きが一服

していますが、設備投資には持ち直しの動きがみられました。一方で、雇

用・所得環境は総じて弱含みとなっていますが、個人消費はサービス消費

を中心に持ち直しの動きがみられました。

  また、当社グループの事業領域である情報通信分野においては、クラウ

ドやビッグデータ、ＩｏＴ、ＡＩなどを活用したサービスが拡大していま

す。

  このような経営環境下、当社グループは「次世代経営コンサルタント」

として企業経営を支援する集団となり、中小・中堅企業の利益に貢献する

ことを目指し、「情報通信の知識・技術を駆使した経営コンサルティング

サービス（情報通信）」、「海外マーケットを独自ノウハウで取り込む経

営コンサルティングサービス（海外）」、「環境に配慮した 先端の経営

コンサルティングサービス（環境）」、「次世代経営に必要な人材を育て

る経営コンサルティングサービス（人材・教育）」、「企業のライフサイ

クルに対応した経営コンサルティングサービス（起業・事業承継）」の５

分野において他社との差別化を図り、質の高いサービスを提供するために

Ｍ＆Ａも活用しながら事業の拡大に取り組んでいます。

　特に、データとデジタル技術を活用してさまざまな変革を実現し、競争

上の優位性を確立して成長につなげるＤＸ（デジタルトランスフォーメー

ション）を推進するとともに、地球環境への配慮がますます求められる時

代になることから、温室効果ガスを発生させないグリーンエネルギーに転

換することで、産業構造や社会経済を変革し成長につなげるＧＸ（グリー

ントランスフォーメーション）の実現に向け、中小・中堅企業のＧＸに対
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する意識の向上を図り、ペーパーレス化や省エネ化など環境への貢献度を

可視化して、ＤＸを推進しながら無自覚的かつ効率的にＧＸを実現する新

たなサービスを投入するなど、中小・中堅企業のＤＸ、ＧＸの推進に取り

組んでいます。

　このような状況下、当連結会計年度における連結業績は、以下のように

なりました。

  中小・中堅企業におけるＤＸの推進や新型コロナウイルス感染症の拡大

によりテレワークなどの新しい働き方への急激なシフトが進んだ結果、従

来のビジネスフォン等の需要が減少し、替わってスマートフォンやモバイ

ルＰＣなどのモバイルネットワーク機器の需要が増加するなど新たな対応

を迫られたほか、新しい働き方などの経営課題を解決できるアイコン事業

にリソースをシフトしていく中で、太陽光発電システム等の需要が大幅に

減少する一方、第２四半期連結会計期間から連結に加わった㈱エルコム等

の影響により、売上高は前期に比べ1,746百万円増加し、51,535百万円

（前期比3.5％増）となりました。

　利益面では売上総利益が前期に比べ1,187百万円増加（前期比6.7％増）

する中で、販売費及び一般管理費は人員増による人件費増加の影響等で前

期に比べ1,118百万円増加（前期比7.3％増）した結果、営業利益は2,685

百万円（前期比2.6％増）、経常利益は持分法による投資利益の増加や貸

倒引当金繰入額の減少により2,855百万円（前期比15.0％増）、事業譲渡

益など特別利益を446百万円計上したことにより親会社株主に帰属する当

期純利益は1,836百万円（前期比35.3％増）となりました。

　なお、収益認識会計基準等の適用により、顧客に支払われる対価につい

て売上高から減額する方法に変更したこと及び代理人として関与した取引

について売上高を純額とした影響等により売上高は966百万円減少し、営

業利益及び経常利益はそれぞれ59百万円増加しております。

　　セグメントの業績は以下のとおりであります。

 　＜フォーバルビジネスグループ＞

  ビジネスフォン等の機器販売が減少した一方で、「アイコンサービス」

が順調に増加したほか、前第２四半期連結会計期間から連結に加わった㈱

えすみや、第２四半期連結会計期間から連結に加わった㈱エルコム等の影

響で、売上高は25,157百万円（前期比9.6％増）、人員増による人件費増

加の影響等でセグメント利益は1,600百万円（前期比6.3％減）となりまし

た。

　なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は457百万円減少して

おります。
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　 ＜フォーバルテレコムビジネスグループ＞

　新電力サービスが増加した一方で、ＩＳＰサービスや一部事業譲渡の影

響等で印刷関連が減少した結果、売上高は21,309百万円（前期比0.2％

増）、セグメント利益は1,066百万円（前期比26.0％増）となりました。

　なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は501百万円減少して

おります。

　 ＜総合環境コンサルティングビジネスグループ＞

　太陽光発電システム等が減少した結果、売上高は3,122百万円（前期比

23.0％減）、セグメント損失は62百万円（前期はセグメント損失０百万

円）となりました。

　なお、収益認識会計基準等の適用による影響はありません。

＜その他事業グループ＞

　㈱フォーバルカエルワーク（注）の寄与や㈱アイテックのＩＴエンジニ

アの派遣事業が堅調に推移した結果、売上高は1,945百万円（前期比

28.3％増）、セグメント利益は284百万円（前期比84.0％増）となりまし

た。

　なお、収益認識会計基準等の適用による影響は軽微であります。

　（注）2021年10月１日付で連結子会社のカエルネットワークス㈱は非連

　　　　結子会社の㈱エム・アイを吸収合併し、㈱フォーバルカエルワー

　　　　クに商号変更しております。

（２）資金調達の状況

　記載すべき重要な事項はありません。

（３）設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は888百万円であり、その主な

ものは、事務所設備及び備品等の購入276百万円及び、社内情報システム

のソフトウェア等の購入611百万円であります。
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（４）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　　　　当社の連結子会社である㈱トライ・エックスの複写・印刷業の広島事業

　　　部を2021年４月１日付で㈱トライサクセスへ譲渡しました。

（５）他の会社の事業の譲受けの状況

　記載すべき重要な事項はありません。

（６）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

　当社子会社の㈱フォーバルテクノロジーと当社子会社㈱システムサポー

ト札幌は、2021年４月１日を効力発生日として、㈱フォーバルテクノロジ

ーを存続会社とする吸収合併を行いました。

　当社子会社のカエルネットワークス㈱と当社子会社㈱エム・アイは、

2021年10月１日を効力発生日として、カエルネットワークス㈱を存続会社

とする吸収合併を行いました。なお、カエルネットワークス㈱は同日付で

㈱フォーバルカエルワークに商号変更しております。

（７）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　　　当社は、2021年５月31日付で㈱コーディネートの発行済株式の全てを取

得し、100％子会社としました。

　　　当社は、2021年７月１日付で㈱エルコムの発行済株式の全てを取得し、

100％子会社としました。

　　　当社は、2021年12月２日付で㈱ネットリソースマネジメントの第三者割

当増資を引受け、同社を持分法適用関連会社から連結子会社としておりま

す。
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第 39 期
(2019年３月)

第 40 期
(2020年３月)

第 41 期
(2021年３月)

第 42 期
(当連結会計年度)
(2022年３月)

売 上 高(千円) 57,520,148 49,731,520 49,788,843 51,535,268

経 常 利 益(千円) 3,308,136 3,324,633 2,483,705 2,855,164

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

(千円) 2,064,798 1,067,742 1,357,818 1,836,843

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 82.30 42.48 53.34 71.71

総 資 産(千円) 32,323,789 29,103,983 31,410,121 32,498,514

純 資 産(千円) 11,603,334 11,400,156 13,040,311 14,372,541

１株当たり純資産額 (円) 420.04 430.48 484.87 523.58

第 39 期
(2019年３月)

第 40 期
(2020年３月)

第 41 期
(2021年３月)

第 42 期
(当事業年度)
(2022年３月)

売 上 高(千円) 17,619,382 18,312,194 16,465,580 16,216,979

経 常 利 益(千円) 2,065,098 1,889,258 1,785,393 1,735,759

当 期 純 利 益(千円) 1,553,185 2,023,645 1,315,998 1,364,301

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 61.91 80.51 51.70 53.26

総 資 産(千円) 19,073,516 19,767,099 21,263,435 21,938,407

純 資 産(千円) 11,817,680 13,066,411 14,460,582 15,081,914

１株当たり純資産額 (円) 470.86 519.38 565.41 588.33

２. 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

２. １株当たり純資産額は期末発行済株式総数により算出しております。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会

計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

②　当社の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

２. １株当たり純資産額は期末発行済株式総数により算出しております。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年

度の期首から適用しており、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会

計基準等を適用した後の指標等となっております。
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会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 要 な 事 業 内 容

㈱フォーバルテレコム 542,354千円 75.4％ 法人向け通信サービス

㈱フォーバル・リアル
ストレート

83,472千円 60.1％
不動産関連サービス、情報通信機器
販売

３. 重要な子会社の状況

４. 対処すべき課題

　当社グループは、次世代経営コンサルタントとして企業経営を支援する集

団となり、中小企業の利益に貢献することで顧客とのリレーションを強化

し、ビジネスパートナーとしての確固たる地位を確立するとともに、ストッ

ク型の収益構造へとビジネスモデルの転換を図っております。

　国の経済財政運営と改革の基本方針2021では、日本の未来を拓く４つの原

動力として「グリーン」「デジタル」「活力ある地方創り」「少子化対策」

が挙げられており、中小企業が国の掲げる４つの原動力を実現するために、

中小企業のＧＸ（グリーントランスフォーメーション）及びＤＸ（デジタル

トランスフォーメーション）（以下「ＧＤＸ」）を推進する伴走型アドバイ

ザーとしての確固たる地位を確立していくことが当社グループの課題だと認

識しております。

　その実現に向けて、ＧＤＸアドバイザーの創造、ＧＤＸアドバイザー向け

の新たな貸出ビジネスの創造、中小企業経営のための情報分析プラットフォ

ーム「きづなＰＡＲＫ」の質的・量的拡充、中小企業に対するスコアリング

の実現など、事業基盤の強化にスピード感を持って取り組んでおります。

５. 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

　当社グループは、主に当社と連結子会社21社等で構成され、中小・中堅法

人様向けにＯＡ・ネットワーク機器の販売、サービスの取次、及びコンサル

ティングサービス、ＶｏＩＰ・モバイル等の通信サービス、インターネット

関連サービス、普通印刷、保険サービス、オール電化・エコ住宅設備・ＬＥ

Ｄ照明等の事業を行っております。
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事 業 所 所 在 地

本 社 東 京 都 渋 谷 区

首 都 圏 第 一 支 社 東 京 都 目 黒 区

首 都 圏 第 二 支 社 東 京 都 千 代 田 区

首 都 圏 第 三 支 社 横 浜 市 中 区

関 西 支 社 大 阪 市 西 区

中 部 支 社 名 古 屋 市 中 村 区

九 州 支 社 福 岡 市 中 央 区

北 海 道 支 店 札 幌 市 東 区

東 北 支 店 仙 台 市 青 葉 区

鹿児島コミュニケーションセンター 鹿 児 島 県 鹿 児 島 市

佐 賀 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン セ ン タ ー 佐 賀 県 佐 賀 市

事 業 所 所 在 地

㈱ フ ォ ー バ ル テ レ コ ム 東 京 都 千 代 田 区

㈱フォーバル・リアルストレート 東 京 都 千 代 田 区

６. 主要な事業所（2022年３月31日現在）

①当社の主要な事業所

②子会社

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

2,131名 165名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

684名 27名増 36.2歳 10.13年

７. 使用人の状況（2022年３月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は、就業人員（非常勤者を除く）数としております。

②当社の使用人の状況

（注）１．使用人数は、就業人員（非常勤者を除く）数としております。

　２．就業人員には、関係会社等への出向者（263名）は含まれておりません。

借 入 先 借 入 金 残 高

㈱ 三 井 住 友 銀 行 980百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 ㈱ 584百万円

㈱ き ら ぼ し 銀 行 600百万円

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫 186百万円

８．主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
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①　発行可能株式総数 60,000,000株

②　発行済株式の総数 25,635,045株（自己株式2,097,577株を除く）

③　株主数 2,882名

株　主　名 持株数 持株比率

有 限 会 社 エ ス ・ エ ヌ ・ ケ ー 6,936,600株 27.0％

大 久 保 　 秀 　 夫 3,420,800株 13.3％

株 式 会 社 Ｕ Ｈ Ｐ a r t n e r s ２ 2,491,800株 9.7％

光 通 信 株 式 会 社 1,915,300株 7.4％

大 久 保 　 洋 　 子 1,570,000株 6.1％

株 式 会 社 Ｕ Ｈ Ｐ a r t n e r s ３ 1,009,500株 3.9％

フ ォ ー バ ル 社 員 持 株 会 993,453株 3.8％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 946,700株 3.6％

株 式 会 社 エ ス ア イ エ ル 575,000株 2.2％

株 式 会 社 高 文 270,200株 1.0％

株式数 交付対象者数

取締役
（社外取締役及び監査等委員を除く。）

29,000株 4名

Ⅱ．会社の現況

　１．株式の状況（2022年３月31日現在）

④　大株主

（注）1.当社は、自己株式を2,097,577株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

　　　2.持株比率は自己株式（2,097,577株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「３．会社役員の状況（４）取締役の報酬等」に

記載しております。
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２. 新株予約権等の状況

（１）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（2022年３月31日現在）

　     該当事項はありません。

（２）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　　　該当事項はありません。

（３）その他新株予約権等に関する重要な事項

 該当事項はありません。

会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 大久保　秀　夫 ㈲エス・エヌ・ケー代表取締役社長

代 表 取 締 役 社 長 中　島　將　典

常 務 取 締 役 行　　　辰　哉
㈱アップルツリー代表取締役社長
㈱フォーバルテレコム取締役
㈱フォーバル・リアルストレート取締役

常 務 取 締 役 加　藤　康　二 ㈱フォーバル・リアルストレート取締役

取 締 役 寺　田　耕　治

取 締 役
（ 常 勤 監 査 等 委 員 ）

鈴　木　弘　之

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

松　坂　祐　輔 東京平河法律事務所　弁護士

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

小　野　隆　弘

３. 会社役員の状況

（１）取締役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１．取締役（監査等委員）松坂祐輔氏及び小野隆弘氏は、会社法第２条第15号に定める社
外取締役であります。

　２．取締役（監査等委員）鈴木弘之氏は、長年にわたり国内外の経理・財務業務に携わって
きた経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、常勤の監査等委
員であります。常勤の監査等委員を選任している理由は、社内の事情に精通した者が、
取締役会以外の重要な会議等への出席や内部監査部門等との連携を密に図ることにより
得られた情報をもとに、監査等委員による監査の実効性を高めるためであります。

　３．取締役（監査等委員）松坂祐輔氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に加え財
務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

　４．取締役（監査等委員）小野隆弘氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有するものであります。

　５．常務取締役行辰哉氏は2022年３月31日をもって㈱アップルツリー代表取締役社長を退
任しております。また、2022年４月１日付で㈱フォーバルテレコム代表取締役に就任
しております。なお、2022年５月13日をもって当社取締役を辞任しております。

　６．当社は、取締役（監査等委員）松坂祐輔氏及び小野隆弘氏を東京証券取引所の定めに
基づく独立役員として指定し､同取引所に届け出ております。
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（２）責任限定契約の内容の概要

　　　　　当社と取締役（監査等委員）鈴木弘之氏、社外取締役（監査等委員）
松坂祐輔及び小野隆弘の各氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任に関し、同法第425条第１項の各
号に定める金額の合計額を限度とする旨の契約を締結することができる
旨定款に定めております。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　　　　　当社は会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しております。保険料は全額当社が負担してお
り、当該保険契約は、当社の取締役及び当社の子会社の取締役等がその
職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を
受けることによって生ずることのある損害について補償するものであり
ます。ただし、被保険者の犯罪行為に起因する損害等は補償対象外とす
ることにより役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするた
めの措置を講じております。

（４）取締役の報酬等

　　　①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　　　　当社は、2021年２月26日開催の取締役会において、取締役（監査等委

員である取締役を除く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等

の内容にかかる決定方針を決議しております。

　　　　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおり

です。

　　　　a.基本報酬に関する方針

　　　　　取締役の報酬は、基本報酬、決算賞与及び非金銭報酬としての株式

報酬で構成しております。

　　　　　取締役の賞与等を除く報酬の決定は株主総会において選任されたの

ちに取締役会決議により委嘱された代表取締役会長が従来定めている

取締役の報酬基準額（取締役、各役付取締役別で範囲を設定）に基づ

き決定します。

　　　　　また賞与は決算賞与額として決算計上され取締役会において承認さ

れた総額を取締役会決議により委嘱された代表取締役会長が個人別に

決定しています。

　　　　b.業績連動報酬等に関する方針

　　　　　取締役及び従業員等に対し決算賞与制度を実施しており業績向上に

応じて賞与原資を増加させる仕組みですが取締役個人に対して業績目

標に応じた賞与を支給する制度は設定しておりません。
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　　　　c.非金銭報酬等に関する方針

　　　　　譲渡制限付株式報酬制度をいち早く導入しております。株主総会の

決定において本制度の上限は１億円以内、10万株以内としておりま

す。取締役の個人別の割当数は役付取締役別に設定することとし取締

役会にて承認を受けます。

　　　　d.報酬等の割合に関する方針

　　　　　割合等に関しては設定しておりません。決算賞与はその性格上業績

結果で決まるものであり事前に割合を決定することは困難で、またそ

の結果決定した決算賞与の額に応じて月額報酬等を変更させる考え方

はありません。

　　　　e.報酬等の付与時期や条件に関する方針

　　　　　報酬は在任中に支給することを原則としており役員退職慰労金制度

はありません。

　　　　　譲渡制限付株式報酬に関しては一定の継続勤務期間、取締役等とし

ての適格条件等を満たさなかった場合には交付した株式を会社が無償

で取得することが可能です。

　　　　f.報酬等の決定の委任に関する事項

　　　　　取締役会から個人別取締役の報酬等（譲渡制限付株式報酬を除く）

の内容につき委嘱された代表取締役会長大久保秀夫は会社全体の業績

等と各個人が委嘱された職務を総合的に勘案し個人別報酬額を決定し

ます。

　　　　ｇ.取締役の個人別の報酬等の決定の係る委任に関する事項

　　　　　代表取締役会長に委任した理由は、当社グループを取り巻く環境、

当社グループの経営状況等を当社グループにおいて最も熟知し、総合

的に取締役の報酬額を決定できると判断したためです。当該方針は取

締役会で決定されたものであります。
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区 分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数基本報酬 決算賞与

譲渡制限付
株式報酬

取 締 役
（監査等委員を除く）

280,205 145,003 110,500 24,702 ５名

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

21,201
（9,201）

21,201
（9,201）

－
（－）

－
（－）

３名
（２名）

合 計 301,406 166,204 110,500 24,702 ８名

　　　②当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．株主総会決議（2015年６月19日）による役員報酬限度額は以下のとおりであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬年額  400,000千円以内

監査等委員である取締役の報酬年額                     50,000千円以内

なお、役員報酬限度額には、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含んでおりま

せん。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は

６名、監査等委員である取締役の員数は３名（うち、社外取締役は２名）でありま

す。

３．株主総会決議（2016年６月24日）により、上記の報酬枠とは別枠で取締役（社外取締

役及び監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のために支

給する報酬は年額100,000千円以内、これにより発行または処分をされる当社の普通

株式の総数は年100,000株以内としております。当該株主総会終結時点の取締役（社

外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）の員数は６名であります。

４．決算賞与の額は当期において費用計上した額を記載しております。

５．譲渡制限付株式報酬は取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）５

名のうち、４名に付与しております。また、報酬の額は当期において費用計上した額

を記載しております。
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区　分 氏　　名 会 社 名 等

取締役
（監査等委員）

松 坂 　 祐 輔 東 京 平 河 法 律 事 務 所 　 弁 護 士

区　分 氏　名
出席状況、発言状況及び社外取締役に期待
される役割に関して行った職務の概要

取締役
（監査等委員）

松坂　祐輔

当事業年度開催の取締役会19回のうち18回に、監査等委員会

16回のうち15回に出席し、主に弁護士としての専門的見地か

ら意見を述べるとともに、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための助言・提言を行っております。また、

監査等委員会において、議案の審議等に適宜、必要な発言を

行っています。

取締役
（監査等委員）

小野　隆弘

当事業年度開催の取締役会19回及び監査等委員会16回の全て

に出席し、主に法令や定款の順守に係る見地から意見を述べ

るとともに、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す

るための助言・提言を行っております。また、監査等委員会

において、議案の審議等に適宜、必要な発言を行っていま

す。

（５）社外役員に関する事項

　　　①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

　　　　の法人等との関係

　　　　　該当事項はありません。

　　　②他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他

　　　　の法人等との関係

（注）当社と東京平河法律事務所との間には顧問契約を締結しております。

　　　③当事業年度における主な活動状況

　　　④社外役員の当社の子会社から受けた役員報酬等の総額

　　　　　該当事項はありません。
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支 払 額

①　当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務についての
報酬等の額

33,500千円

②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額

79,500千円

４. 会計監査人の状況

（１）会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

（２）当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法

に基づく監査の報酬等の額を含めております。

　２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の遂行状況及び報酬の見積

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

の報酬等の額について会社法第399条に基づく同意を行っております。

（３）非監査業務の内容

　該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その

必要があると判断した場合は、会計監査人の解任または不再任を株主総

会の会議の目的とすることといたします。

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監

査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任

した旨と解任の理由を報告いたします。

（５）責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人太陽有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、太陽有限責任

監査法人の会計監査人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価と

して当社から受け、または受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごと

の合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額としております。

－ 24 －



５. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　　　当社は、配当による株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひとつと

認識しておりますが、加えて今後の事業計画、財務状況等、中長期的観点か

ら内部留保と安定した成果配分、双方のバランスにも配慮して配当金を決定

しております。

　　　当社は年１回の期末配当を行うことを基本方針としております。

　　　このような方針の下、2022年３月期の決算の状況を総合的に判断し、今期

の１株当たりの配当額を26円といたします。

　（注）１．本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示

しております。

なお、１株当たり当期純利益、１株当たり純資産額は小数点第３位

を四捨五入しております。

　　　　２．本事業報告中の記載金額には消費税等は含まれておりません。
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

科 　 目 金 　 額 科 　 目 金 　 額

 （資産の部）  （負債の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

契 約 資 産

リ ー ス 投 資 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 備 品

リ ー ス 資 産

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

22,620,307

10,171,059

91,608

7,767,614

84,622

166,686

637,992

83,567

422,601

1,118,829

1,899,009

288,657

△111,942

9,878,207

1,231,287

518,483

220,198

23,998

411,791

56,816

3,011,394

1,977,388

888,324

140,346

5,335

5,635,525

1,851,596

813,592

2,080,320

2,474,275

864,595

△2,448,854
　

流 動 負 債 15,056,883

支払手形及び買掛金 5,755,316

短 期 借 入 金 2,238,028

リ ー ス 債 務 173,506

未 払 金 2,872,396

未 払 費 用 937,326

未 払 法 人 税 等 612,093

契 約 負 債 471,473

賞 与 引 当 金 703,825

役 員 賞 与 引 当 金 207,709

そ の 他 1,085,206

固 定 負 債 3,069,089

長 期 借 入 金 200,504

リ ー ス 債 務 14,270

退職給付に係る負債 2,685,605

役員退職慰労引当金 61,191

持分法適用に伴う負債 43,716

繰 延 税 金 負 債 11,665

そ の 他 52,134

負 債 合 計 18,125,973

 （純資産の部）

株 主 資 本 12,832,168

資 本 金 4,150,294

資 本 剰 余 金 2,525,731

利 益 剰 余 金 7,394,969

自 己 株 式 △1,238,827

その他の包括利益累計額 589,824

その他有価証券評価差額金 601,234

為 替 換 算 調 整 勘 定 7,081

退職給付に係る調整累計額 △18,490

新 株 予 約 権 28,136

非 支 配 株 主 持 分 922,411

純 資 産 合 計 14,372,541

資 産 合 計 32,498,514 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,498,514

連 結 貸 借 対 照 表
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（単位：千円）

科 　 目 金 　 額

売 上 高 51,535,268

売 上 原 価 32,487,567

売 上 総 利 益 19,047,700

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,361,775

営 業 利 益 2,685,925

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,630

受 取 配 当 金 25,830

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 130,391

そ の 他 108,511 269,363

営 業 外 費 用

支 払 利 息 22,598

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 60,362

そ の 他 17,163 100,124

経 常 利 益 2,855,164

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 71,585

事 業 譲 渡 益 354,652

そ の 他 20,223 446,460

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 19,248

減 損 損 失 205

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,871 21,325

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,280,300

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,056,006

法 人 税 等 調 整 額 156,950 1,212,957

当 期 純 利 益 2,067,342

非支配株主に帰属する当期純利益 230,499

親会社株主に帰属する当期純利益 1,836,843

連 結 損 益 計 算 書
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

科 　 目 金 　 額 科 　 目 金 　 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

9,182,143

4,607,873

2,436

2,476,946

93,026

2,608

203,717

476,542

1,017,063

360,325

△58,396

12,756,264

405,385

226,152

134,233

45,000

355,027

351,822

325

2,879

11,995,851

1,139,537

9,563,268

244,266

767,857

71,271

464,390

△254,740
　

流 動 負 債 4,570,118

買 掛 金 1,666,656

未 払 金 1,249,593

未 払 費 用 499,813

未 払 法 人 税 等 99,216

契 約 負 債 371,820

前 受 金 42,845

賞 与 引 当 金 359,500

役 員 賞 与 引 当 金 110,500

そ の 他 170,174

固 定 負 債 2,286,374

退 職 給 付 引 当 金 2,276,452

そ の 他 9,922

負 債 合 計 6,856,493

（純資産の部）

株 主 資 本 14,492,368

資 本 金 4,150,294

資 本 剰 余 金 2,728,570

資 本 準 備 金 17,205

その他資本剰余金 2,711,365

利 益 剰 余 金 8,852,330

利 益 準 備 金 481,661

その他利益剰余金 8,370,668

　繰越利益剰余金 8,370,668

自 己 株 式 △1,238,827

評価・換算差額等 589,546

その他有価証券評価差額金 589,546

純 資 産 合 計 15,081,914

資 産 合 計 21,938,407 負 債 ・ 純 資 産 合 計 21,938,407

貸　借　対　照　表
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(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,216,979

売 上 原 価 7,107,899

売 上 総 利 益 9,109,079

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,077,899

営 業 利 益 1,031,180

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,184

受 取 配 当 金 666,270

そ の 他 36,338 709,793

営 業 外 費 用

投 資 事 業 組 合 運 用 損 5,214 5,214

経 常 利 益 1,735,759

特 別 利 益

子 会 社 株 式 売 却 損 　　　　　　　2,058 　　　　　　　2,058

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 590

減 損 損 失 205

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 24,801 25,597

税 引 前 当 期 純 利 益 1,712,220

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 327,138

法 人 税 等 調 整 額 20,780 347,919

当 期 純 利 益 1,364,301

損　益　計　算　書
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東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 健 文 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 清 水 幸 樹 ㊞

独立監査人の監査報告書

2022年５月19日

株式会社フォーバル

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フォーバ
ルの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書
類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フォーバル及び連結子会社
からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計
算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任
は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の
責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する
ものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連
結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計
算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重
要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の
選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ
って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評
価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切である
かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない
場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
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・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記
事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務
情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書
類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると
合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計
士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 健 文 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 清 水 幸 樹 ㊞

独立監査人の監査報告書

2022年５月19日

株式会社フォーバル

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フ
ォーバルの2021年４月１日から2022年３月31日までの第42期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書
類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任
は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の
責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は
含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも
のではない。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読
し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が
監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ
るかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算
書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書
類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重
要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の
選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。
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・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ
って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評
価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるか
どうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義
を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事
項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると
合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第42期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び

結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体

制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運

用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見表

明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統

制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。また子会社については、子会社の取締役及び

監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事

業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

2022年５月23日

株式会社フォーバル　監査等委員会

常勤監査等委員 鈴 木 弘 之 ㊞

監 査 等 委 員 松 坂 祐 輔 ㊞

監 査 等 委 員 小 野 隆 弘 ㊞

（注）監査等委員松坂祐輔及び監査等委員小野隆弘は、会社法第２条第15号
及び第331条第６項に定める社外取締役であります。

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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会場　　東京都千代田区大手町一丁目４番１号

　　　　ＫＫＲホテル東京　10階　「瑞宝の間」

　　　　電話（03）3287－2921

神保町駅Ａ９

笠原
ビル

コープ
ビル

首
都
高
速
都
心
環
状
線

合同庁舎

皇居

大手濠

竹橋駅

竹橋駅３ｂ

国際協力
銀行

ＫＫＲ
ホテル
東京

KDDI
大手町ビル

大手町駅
Ｃ２ａ

大手町駅
Ｃ２ｂ

東京
サンケイビル

合同庁舎
大
手
町
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
シ
テ
ィ

大
手
町
駅

内
堀
通
り

消
防
庁

日
経

ビ
ル

ビ
ル

J
A

経
団
連

会
館

三
井

ビ
ル

三
井
物
産

学
士
会
館

神
保
町
駅

星
の
や
東
京

大手町
フィナンシャル
シティ
グランキューブ

丸紅

交通　　地下鉄東西線竹橋駅下車（大手町駅寄改札から専用通

路にて３ｂ出口直結）

地下鉄千代田線大手町駅Ｃ２ａ出口・Ｃ２ｂ出口、都

営地下鉄線神保町駅Ａ９出口よりそれぞれ徒歩５分


